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〇坂出市空家等対策計画の取組状況について 

 

居住中 １．空家等発生の未然防止 

 

  

項目 取組事項 ～R2年度 取組 R3 年度 取組 R4 年度 取組 R5 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向、 

社会情勢の変化等 
担当課 

（１） 

空家化の

予防・抑

制に関す

る周知啓

発 

・市広報誌や市ホームページ、

パンフレットの配布等によ

る周知啓発 

 

・市役所における各種手続き

や通知時を利用した働きか

け 

・市広報誌 3回 

 （5月、7月、9月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

・エフエム・サンでの周知 

・坂出高校での市政出前講座

（１回） 

・市広報誌 5回 

 （5月、6月、8月、10月、

2月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

・空き家対策 WEB セミナー坂

出会場（11月、2月） 

・市広報誌 3回 

 （5月、9月、1月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

・市政出前講座（1回） 

・空き家対策 WEB セミナー坂

出会場（7月） 

・（県）空き家対策出前講座・

個別相談会 

・市広報誌 3回 

 （5月、7月、3月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

・（県）空き家対策 WEBセミナ

ー坂出会場・空き家個別相談

会（11月） 

・所有者本人や親族から空家

になる前に相談があるなど、

空家問題への関心・認識が高

まっている。 

・様々な媒体を使い、幅広い年

代へ周知に努めている。 

・関心を引くよう、チラシの内

容を毎年変更している。 

・市ホームページ掲載状況を

見直し、見やすいように整理

した。 

・利活用や維持管理の方策、相

続手続等、より具体的な管理

方法を提示するなどの内容

の充実を図る。 

・より関心を引くため、市ホー

ムページ・パンフレットの内

容・見せ方を見直し、充実さ

せる。 

・空き家情報冊子を作成し、適

正管理文書送付時や死亡届

提出時等に配布する。 

・国：空家等対策の推進に関す

る特別措置法の一部改正の

施行 

・国：相続登記の義務化（令和

6年 4月 1日） 

・県：空き家対策セミナーの開

催（R1各 2回、R2 1回、R3 

2 回、R4 1 回、R5 1回） 

・県：香川県空き家ガイドブッ

ク作成（R5.5_第 5版） 

危機管

理課 

（２） 

空家化の

早期発見

のための

情報ルー

トの構築 

・地域住民が組織する自治会

等の協力による情報の入手

ルートの構築 

― ― ― ― ― 

・行政と市民が共働で取り組

むべき課題であるという認

識の共有に努める必要があ

る。 

・セミナーの開催等の案内を

自治会へ働きかけを行う。 

・長野県根羽村：空き家活用法

人との連携協定（委託）、 

・長野県諏訪市：地域おこし協

力隊の募集、 

・兵庫県南あわじ市：自治会等

への掘り起こし補助金（空き

家バンク登録 1 件につき 5

万円） 

危機管

理課 

（３） 

空家化の

未然防止

に向けた

相談体制

づくり 

・香川県司法書士会との協定

締結により設置した法律や

相続等に関する相談窓口の

周知、利用促進 

 

・（公社）香川県宅地建物取引

業協会との協定締結により

設置した住宅等の管理・処分

の方法などを相談できる窓

口の周知、利用促進 

○司法書士会との連携協定 

 （H29.4.11～） 

 

○（公社）香川県宅地建物取引

業協会との連携協定 

 （H29.4.27～） 

○周知・利用促進 

・市広報誌 1回（5月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

○周知・利用促進 

・市広報誌 1回（5月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

○周知・利用促進 

・市広報誌 1回（5月） 

・市ホームページ掲載 

・チラシ作成・配布 

・（公社）香川県宅地建物取引

業協会への相談件数 

（H29：31件、H30：21件 

 R01：13件、R02： 4件 

 R03： 3件、R04： 5件 

 R06.1時点：12件） 

・窓口等において相談先を紹

介しても思っているほど利

用されていない。 

 

・より良い相談体制の模索や

相談会を実施するなど、検討

する必要がある。 

・高松市：高松市空き家相談員 

・丸亀市：空き家相談会（月 1

回） 

・県：香川県空き家ガイドブッ

クに各種相談制度を掲載 

※坂出市の相談制度も紹介あ

り 

危機管

理課 

資料３ 
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空家化 ２．管理不全な空家等の発生抑制 

 

 

 

 

 

  

項目 取組事項 ～R2年度 取組 R3 年度 取組 R4 年度 取組 R5 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向、 

社会情勢の変化等 
担当課 

（２） 

適正管理

の周知啓

発 

・市広報誌や市ホームページ、

パンフレットの配布等によ

る周知啓発 

○空家等管理事業者登録・紹介

制度の創設（R2.4.1～） 

・１（１）に同じ 

・空家等管理事業者の紹介 

・１（１）に同じ 

・空家等管理事業者の紹介 

・１（１）に同じ 

・空家等管理事業者の紹介 

・全体的に、空家問題への関

心・認識が高まっている。 

・様々な媒体を使い、幅広い年

代へ周知に努めている。 

・関心を引くよう、チラシの内

容を毎年変更している。 

・空家等管理事業者を紹介し

て、具体的な管理手法を周知

している。 

・１（１）に同じ 

・具体的な利活用方法（空き家

バンク、移住促進・空き家改

修等補助金、宅建協会の相談

窓口等）の案内に引き続き、

努める。 

１（１）に同じ 
危機管

理課 

（３） 

適正な管

理を促進

するため

の情報提

供 

・民間事業者が行っている空

家管理代行サービスの紹介

（（公社）香川県宅地建物取

引業協会との協定等）などの

情報提供 

○（公社）香川県宅地建物取引

業協会との連携協定 

 （H29.4.27～） 

 

○空家等管理事業者登録・紹介

制度の創設（R2.4.1～） 

・市共働課に相談のあった方

へ県宅建協会の相談窓口を

案内 

 

・空家等管理事業者登録・紹介

制度の周知 

・市危機管理課に相談のあっ

た方を県宅建協会の相談窓

口を案内 

 

・空家等管理事業者登録・紹介

制度の周知 

・市危機管理課に相談のあっ

た方を県宅建協会の相談窓

口を案内 

 

・空家等管理事業者登録・紹介

制度の周知 

・（公社）香川県宅地建物取引

業協会等への相談件数 

 

・空家等管理事業者登録数 

 （R5：18事業者） 

・遠方居住、高齢等の理由によ

り自ら管理できない所有者

等に有用な情報を提供でき

るようになった。 

・粘り強く適切な管理に係る

啓発等による所有者等の意

識の涵養と理解増進を図る

必要がある。 

・適切に管理できていない所

有者に対し、「空き家等管理

事業者登録・紹介制度」の利

用を促す必要がある。 

・県：香川県空き家利活用サポ

ートチーム登録制度 

・高松市・丸亀市・善通寺市・

観音寺市：ふるさと納税の返

礼品を活用した空き家管理

サービスの紹介・提供 

・高松市：高松市空き家相談員

（再掲） 

・三豊市：「空家等管理事業者

登録制度」よる事業者の公

表・案内 

危機管

理課 
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空家化 ３．空家等の利活用の推進 

項目 取組事項 ～R2年度 取組 R3 年度 取組 R4 年度 取組 R5 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向、 

社会情勢の変化等 
担当課 

（１） 

空き家バ

ンクの活

用促進 

・空き家バンクの活用の促進 

・空き家バンクの運営開始 

 （H24.10.1～） 

H30 登録 9件 

R01 登録 27件 成約 11件 

R02 登録 26件 成約 16件 

・登録 25件 

 （売却 20件、賃貸 5件） 

 

・成約 12件 

 （売却 10件、賃貸 2件） 

・登録 52件 

 （売却 47件、賃貸 5件） 

 

・成約 18件 

 （売却 16件、賃貸 2件） 

・登録 49件 

 （売却 40件、賃貸 9件） 

 

・成約 13件 

 （売却 12件、賃貸 1件） 

・固定資産税納税通知書に同

封するチラシへの掲載や不

動産協会・宅建協会からの働

きかけ等により、問い合わせ

や、登録申請が徐々に増えて

いる。 

・島しょ部の空家の登録が少

ない一方で、島しょ部への移

住希望者からの問合せがあ

り、需要に対する供給を充足

できていない。 

・島しょ部の物件所有者へ制

度を周知し、利用を促進した

い。 

・県内全自治体：香川県空き家

バンク（香川暮らし）に全自

治体の物件を掲載 

・高松市・観音寺市・三豊市等：

自治体独自の空き家バンク

制度、移住に関するポータル

サイトを運営 

・県：香川県空き家ガイドブッ

クに掲載して周知 

政策課 

（２） 

空き家バ

ンク登録

物件の改

修に対す

る支援 

・空き家バンク登録物件の改

修に対する支援 

・坂出市移住促進・空き家改修

補助金制度の創設 

（H30.4.1～） 

 

 H30 実績なし 

 R01 改修 2件（1,363千円） 

 R02 改修 5件（5,000千円） 

 

・改修 8件 

 （6,651千円） 

・改修 4件 

 （3,126千円） 

・改修 12件 

 （11,732千円） 

・令和５年度は申請件数が 12

件と大幅に増加し、うち６件

は市外からの移住者となっ

ており、本制度が空き家の活

用だけでなく、移住・定住策

として一定の効果があった

と考える。 

・空き家ガイドブック（県製

作）や、一部の不動産事業者

による利用者への周知によ

り、問い合わせ・申請件数と

もに増加している。 

・さらなる利用促進に向け、不

動産事業者等、関係団体の制

度に関する認知度向上を図

ることで、利用者に対する

PRを充実させていきたい。 

・市外からの移住者に対する

補助額を手厚くし（現行 100

万円）、移住促進をより一層

加速化させると同時に居住

誘導区域内の空き家改修に

対して加算を設けることで、

中心市街地の空き家解消を

図る。（補助率 1/2） 

①市外からの移住者が居住

誘導区域内の空き家を改修

する場合…200万円 

②〃居住誘導区域外の空き

家を改修する場合…150 万

円 

③市民が居住誘導区域内の

空き家を改修する場合…150

万円 

④〃居住誘導区域外の空き

家を改修する場合…100 万

円 

○補助金（県 1/2、市 1/2） 

・坂出市、三豊市：補助率 1/2、

限度額（改修）100万円 

・東かがわ市：補助率 1/2、限

度額（改修、市内業者）100

万円、（改修、市外業者）90

万円 

・高松市：補助率 1/2、限度額

（改修、居住誘導区域外）50

万円、（改修、居住誘導区域

内）60万円 

・丸亀市、善通寺市：制度なし 

・観音寺市、さぬき市：補助率

1/2、限度額（改修）100 万

円・（家財道具）10万円 

政策課 
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・坂出市移住促進・空き家活用

型事業所整備補助金 

（R5.4.1～） 

― ― ・0件 ― 

・令和５年度は事業開始年度

であったため、周知が十分で

はなかった。また、香川県に

合わせて８月末で受付を締

め切ったことが申請がなか

った原因と考える。 

来年度は、補助制度を利用し

たいという相談が２件ある。 

・丸亀市、観音寺市、三豊市、

さぬき市、東かがわ市：補助

率 1/2、限度額、法人：400万

円、個人：200万円 

（３） 

地域、NPO

等が主体

の空家等

利活用へ

の支援 

・地域、NPO等が主体の空家等

利活用に対する情報提供 
― ― ― ― ― 

・現状では、自治会、NPO等か

ら空家等を活用したいとの

要望はない。 

・NPOや自治会等への空家等の

情報提供を行える体制づく

りが必要である。 

・県：香川県空き家利活用サポ

ートチーム登録制度（再掲） 

・大津市：空き家のガレージを

近隣住民に貸し出す取組 

・山梨県都留市：空家等対策モ

デル自治会事業 

・広島県尾道市：認定NPO尾道

空家再生プロジェクト 

・山形県鶴岡市：NPO法人つる

おかランド・バンク 

危機管

理課 
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項目 取組事項 ～R2年度 取組 R3 年度 取組 R4 年度 取組 R5 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向、 

社会情勢の変化等 
担当課 

（４） 

企業等の

支援 

・商店街に立地する空き店舗

や事業所（事務所）の利活用

促進のための支援の検討 

・坂出市中心市街地商店街活

性化支援事業費補助金制度 

 （H25.4.1～） 

― ― 

港町、大黒通り商店街におい

てアーケードの撤去および照

明灯の LED化、防犯カメラの

設置を主体とする街並み整

備・事業を実施。 

2件（13,348千円） 

・毎年度、坂出商工会議所を

通じて、市内商店街におけ

る本補助金の利用要望調査

を実施。 

 

・来年度は本町中央商店街に

おいてアーケード撤去、街

灯整備事業、本通り商店街

においてなんでも広場屋根

修繕による利用が予定され

ている。 

・商店街振興組合等が実施す

る空き店舗利用事業やテナ

ントミックス管理事業に対

する補助（坂出市中心市街地

商店街活性化支援事業費補

助金交付要綱）を行う等、空

き店舗対策に向けた基盤を

整えている。 

・駅周辺の商店街では、空き店

舗の多くが老朽化しており、

中には、解体しないまま放置

されたり、解体し、跡地を有

料駐車場等に転用される等、

中心市街地の空洞化が進ん

でいる。 

・残存する建物は、殆どの空き

店舗が住居との併用住宅で

あり、空き店舗の有効利用の

阻害要因となっている中で、

今後は、公民連携による駅前

再整備などを踏まえた総合

的な見地から、商工会議所や

商店街の関係者等とも連携

を図りつつ、効果的な空き店

舗対策を検討していきたい。 

〇利活用が進まない理由 

・建物の解体・改修費用や賃料

の負担等によるコスト要因 

・土地権利関係の複雑さや所有

者の不在・不明等による地権

者要因 

・中心市街地の商業ニーズ低下

等による要因 

〇全国的な拡がり 

・コワーキングスペースやイン

バウンド効果による民泊需

要に対応するシェアビジネ

スの場としての利活用 

 

・国：補助率 2/3、限度額 1,000

円、地域まちなか活性化・魅

力創出支援事業等 

・香川県：補助率 1/2、限度額

無、香川県中心市街地商店街

活性化支援事業 

補助率 1/2、限度額 200万円、

香川県起業等スタートアッ

プ支援 

・高松市：補助率 1/2、限度額

100 万円（空き店舗率 20%以

上）、補助率 1/4、限度額 50

万円（空き店舗率 20%未満）、

高松市中央商店街新規出店

補助事業 

・丸亀市：補助率 1/2、限度額

75万円、丸亀市空き店舗・空

きオフィス等活用促進補助

事業 

・善通寺市：賃借料月額 3万円

以内（2年間）、改装費補助率

1/2、限度額 50万円、善通寺

市空き店舗等活用支援事業 

・三豊市：補助率 2/3、限度額

50万円、三豊市創業支援事業

費補助金 

・東かがわ市：補助率 4/5、限

度額初年度 250 万円、2年度

目500万円から初年度交付額

を引いた額、東かがわ市ソー

シャルビジネス・チャレンジ

補助金 

産業観

光課 

・坂出市創業支援補助金（仮

称） 

 （R6.4.1.～） 

― ― 

補助金のニーズを把握するた

め、坂出ビジネスサポートセ

ンターの創業関連セミナーの

参加者に対しアンケートの実

施。また、商工会議所と意見

交換や坂出市中小企業・小規

模企業振興会議においても補

助制度内容について議論を実

施。 

― 

・店舗の開設、改修にかかる経

費に対する補助 

対象者：中小企業、小規模事

業者や個人事業主 

補助率 2/3、限度額 100万円 

・事業者にとって、申請手続き

が過度な負担とならないよ

う柔軟な運用を実施してい

く必要がある。また、補助金

交付後の事業の継続におい

て、坂出ビジネスサポートセ

ンターによる伴走支援など、

安定した経営に向けた支援

の推進を図る必要がある。 
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除却・跡地利用 ５．空家等に対する効果的な支援 

 

 

 

項目 取組事項 ～R2年度 取組 R3 年度 取組 R4 年度 取組 R5 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向、 

社会情勢の変化等 
担当課 

（１） 

老朽化し、

危険な空家

等の除却費

に対する支

援 

・老朽危険空き家除却支援事

業の推進 

〇坂出市老朽危険空き家除却

支援事業補助金制度の創設 

（H29.9.27～） 

H29 14件除却（11,375千円） 

H30 27件除却（28,842千円） 

R01 11件除却（14,480千円） 

R02 11件除却（14,995千円） 

※H28実態調査ランク別内訳 

 Ｅランク：11件 

 Ｄランク：17件 

 Ｃランク：13件 

 Ｂランク： 5件 

 Ａランク： 3件 

 ランク外：14件 （計 63件） 

・11件除却 

（補助金額 12,194千円） 

 

※H28実態調査ランク別内訳 

 Ｃランク：5件 

 Ｂランク：2件 

 ランク外：4件 

 

・10件除却 

（補助金額 13,228千円） 

 

※R3実態調査ランク別内訳 

 Ｅランク：1件 

 Ｄランク：5件 

 Ｃランク：3件 

 ランク外：1件 

・10件除却 

（補助金額 14,306千円） 

 

※R3実態調査ランク別内訳 

 Ｅランク：0件 

 Ｄランク：2件 

 Ｃランク：2件 

 ランク外：6件 

・94 件が除却され、住環境の

向上が図られた。 

 

・市建設課と連携し、適正に調

査・審査できるような体制を

整備している。 

・老朽化が進めば行政の支援

が得られるという考えを所

有者が抱くことで管理責任

の放棄を助長しかねない。 

・除却に無関心な所有者等が

おり、粘り強く働きかける必

要がある。 

・平成 28年度空家等実態調査

以降、老朽化が進んだ空家等

が増加傾向と考える。所有者

等の管理責任意識の醸成や

適正管理の周知啓発に努め、

老朽危険空き家が増加しな

いような対策を併せて行う

ことが必要である。 

〇補助金（国 2/5、県 1/5、市

1/5、本人 1/5） 

・高松市：除却工事費の1/3（限

度額 50万円） 

・丸亀市、坂出市、善通寺市、

観音寺市、さぬき市、東かが

わ市、：除却工事費の4/5（限

度額 160万円） 

〇県：香川県空き家ガイドブッ

クに補助制度について掲載

して周知 

危機管

理課 

（２） 

跡地利用 

・自主的に除却を行う所有者

等や地域が、除却跡地を子

どもたちの遊び場、公共に

資する防災空き地等として

利用する場合の、空家等の

除却や跡地整備への支援の

検討 

― ― ― ― ― 

【都市整備課】 

・空家の自主的な除却後の跡

地利用については、空家の

場所や所有者・地域の意向

等の情報を庁内の関係課が

共有した上で、跡地利用内

容や支援の可否について、

横断的に検討することが必

要である。 

【危機管理課】 

・地域住民で結成する自主防

災組織においては、資機材

を保管する場所や一時避難

場所の確保に苦慮している

組織も多いことから、地域

での活用を希望する所有者

等と地域住民のニーズのマ

ッチングできる体制の整備

に関して検討していきた

い。 

・長崎市：長崎市老朽危険空

き家対策事業 

・福井県越前町：越前町安心

で潤いあるまちづくり事業

（ポケットパーク事業） 

都市整

備課 

危機管

理課 
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項目 取組事項 ～R2年度 取組 R3 年度 取組 R4 年度 取組 R5 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向、 

社会情勢の変化等 
担当課 

（３） 

民間業者と

の連携 

・不動産に関する専門的な知

識やノウハウ等を有する民

間団体などと協定を締結し、

所有者等の同意のもと、空家

等に関する情報の提供制度

を構築するなど、連携した取

組の推進 

― ― 

○０円都市開発合同会社との

連携協定（R4.8.2～） 

○株式会社クラッソーネとの

連携協定（R4.11.24～） 

○株式会社ジチタイアドとの

連携協定（R5.1.4～） 

○株式会社 AGE technologies

との連携協定（R5.2.22～） 

― 

・０円都市開発合同会社への

掲載件数 

（R6.1時点：２件(成約済)、他

１件掲載準備中） 

・株式会社クラッソーネ利用

件数 

（R6.1 時点：ｱｸｾｽ 845 件、利

用完了 80件、相談 13件、３

件成約済） 

・株式会社ジチタイアド相談

実績 

（R6.1時点：３件） 

・株式会社 AGE technologies

利用実績 

（R6.1時点：閲覧回数 323件、

利用ユーザー数 223人） 

・連携協定を実施した事業者

のサービスについては、イン

ターネットを介したサービ

スとなっており、インターネ

ットの操作が不得手な高齢

者等へのアプローチが課題。 

・高松市：「空き家等マッチン

グ事業」 

・宇多津町：「活かせる空き家

のマッチングシステム」 

危機管

理課 

（４） 

老朽化した

空家を除却

した土地の

固定資産税

の減免制度 

・空家の除却を推進し、市内の

土地の有効活用につなげる

ため、固定資産税の減免制度

を創設。 

― ― 

・老朽化した空家の除却に係

る固定資産税減免制度を創

設。 

 （※R5.4.1施行） 

11 件 

減免予定税額（約 473千円） 

・令和５年度から減免対象と

なる空家の除却期間を開始

し、令和６年度の賦課より土

地税額の増加分について減

免を実施 

 （R5.4.1～） 

 

・周知については、市広報誌（3

月号）、市ホームページおよ

び固定資産税納税通知書（5

月発送）へのチラシの封入を

実施。 

・減免対象となる除却家屋に

ついては、令和5年 4月 1日

以降に除却した老朽空家と

なっており、それ以前に除却

したものは対象にできない。

制度開始前後での不公平感

は否定できないが、本来、住

宅が建っていない土地にな

れば住宅用地に対する特例

の対象外になるものであっ

て、制度開始以前のものは減

免対象にできないとの考え

方を丁寧に説明し理解を得

る必要がある。 

・小豆島町、土庄町が類似の制

度を実施しており、令和 6年

度からは丸亀市も同制度を

実施予定。 

税務課 


